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１．研究目的
　2011 年度に日本全国の児童相談所に寄せられた児童
虐待に関する相談件数は 59,862 件で，日本ではじめて
公式的に児童虐待相談件数を公表した 1990 年以来，最
高の相談件数を示した（1）。1997 年度からは，児童相談
所に寄せられる相談を経路別に公表しており，その経路
は，家族や親族，隣人，福祉事務所，医療機関，学校，
警察など様々である。1997 年度の児童虐待相談経路を
みると，家族が最も多く 29.1％，福祉事務所が 14.6％，
学校等が 12.8％，隣人・知人が 8.2％の順になっている。
2009 年度には，児童虐待相談経路に変化が現れ，隣人・
知人からの相談が最も多く 17.2％，警察等が 14.9％，家
族が 13.8％，福祉事務所が 13.6％，学校等が 11.9％の順
になっている。2010 年度には，隣人・知人からの相談
がさらに増え 21.6％，警察等が 16.2％，家族が 13.1％，
福祉事務所が 12.2％，学校等が 10.0％の順である。児童
虐待に関する相談は，隣人や知人，警察，福祉事務所な
どからが多いが，学校等からの相談も多く，毎年 10％
を超えている（2）（3）。また，被虐待児童の年齢をみると，
2010 年の場合，「0 ～ 3 歳未満」が 19.6％，「3 歳～学齢前」
が 24.2％，「小学生」が 36.5％，「中学生」が 13.3％，「高
校生・その他」が 6.5％である。小・中学生が被虐待児
童のほぼ半分を占めている（3）。
　日本では，2000 年に「児童虐待の防止等に関する法律」
( 以下「児童虐待防止法」と称す）が成立した。2004 年
には法改正が行われ，同法第 5 条の「児童虐待の早期発
見等」の規定に基づき，児童虐待防止において学校の教
職員は重要な位置にいることが明文化された。その背景
にあるのは，児童虐待が年々増え，被虐待児童における
小・中学生の占める割合も高く，学校等からの相談も多
いことなどである。
　実際に，勤務校において児童虐待を疑った経験や対応
した経験を持つ教職員も多く，玉井の研究では，教員の
5 人に 1 人以上が（4），横島・岡田の研究では，教職員の
半数近くが，虐待を受けたと思われる児童・生徒を発見
した経験をもっていたことが報告されている（5）。先ほ
どもみたように児童虐待相談件数の 1 割程度は，学校等
を通じて相談されており，被虐待児童の約半数は，小・
中学生であること，小・中学生は多くの時間を学校で過
ごしていることなどを考慮すると，児童虐待を未然に防
止し，早期発見するための学校の教職員の役割は大きい
と思われる。
　一方，玉井の研究では，教職員が児童虐待に対応した
経験の有無は，教職員歴と無関係であったことが明らか
になり（4），現職の教職員だけでなく，教職員になるた
めの準備段階にいる人々に対しても，児童虐待防止や対
応に関する教育を行う必要があることが示唆された。し
かし，次章で検討するように教職員を対象とする研究は
行われているが，教職員になるための準備段階にいる
人々を対象とした研究はそれほど行われていないことを
確認することができた。そこで，教員になる前段階にお
ける教員養成課程の大学生の児童虐待に関する認識や知
識，被虐待児童を発見した際の対応に関する知識と通告
意思などを確認するとともに，その結果に基づいて，教
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員養成課程の大学生の教育において留意すべきことを検
討する必要があると思われた。
　したがって，本研究では，教員養成課程に所属する大
学生を対象に調査を実施し，将来教員を目指す教員養成
課程の大学生の児童虐待に対する意識を明らかにすると
ともに，教員養成課程の大学生の教育において留意すべ
きことを検討することを目的とした。
２．先行研究の検討
　児童虐待に関する先行研究を検討した李らは，「上野
加代子をはじめ多くの研究者は，日本で児童虐待という
言葉が頻繁に出現し，問題カテゴリとして社会に浸透し
始めたのは 1990 年代以降からであると指摘する」と述
べ，『子ども白書』や『厚生労働白書』にも 1990 年代以
降から「児童虐待」という言葉が登場したこと，児童虐
待防止協会などのような民間団体が 1990 年代以降に設
立されている様子を紹介している（6）。1990年代以降には，
児童虐待に関する研究も活発に行われ，児童虐待や子ど
もへの不適切な関わり ( マルトリートメント ) について
の研究や（7）（8），児童虐待の実態に関する研究（9）（10），教
職員における児童虐待対応や知識の認知度などに関する
研究（4）（5）（11）（12），大学生における児童虐待の認知度に
関する研究（13）（14）（15），未就学児の保護者や子ども関連
職業に従事している人を対象にしたしつけと虐待の境界
に関する研究（6）（16）（17）など，様々な研究が行われている。
ここでは，本研究の目的を踏まえて，教職員や大学生を
対象とした研究を中心に検討する。
　まず，学校の教職員を対象とした研究では，児童虐待
に関する知識，被虐待児童と接した経験の有無，対応に
関する知識と困難な点，通告に関する考えの確認，児童
虐待防止に関する学校の取組，児童虐待の早期発見や対
応をめぐって課題を提示するものが多かった（4）（5）（11）。
　教職員における児童虐待の対応に関する知識をみる
と，「児童虐待防止法」に基づいて教職員に求められて
いる通告義務については，過半数から 9 割以上の教職員
が通告義務を知っており（4）（5）（11），通告義務に関する認
知度は決して低くないことが報告されている。しかしな
がら，通告に関する重要事項である「通告者を漏洩して
はならないこと」，「電話や面談で通告できること」，「虐
待の疑いがあれば通告できること」，「児童虐待の通告は
守秘義務に優先すること」などについては，約 3 人に 1
人が知らないという研究結果も報告されている（11）。学
校現場において児童虐待の対応を求められることが多い
ことを考慮すると，教職員が通告義務を認知するだけで
なく，通告に関連する詳細な知識を身につける必要性が
あることが明らかになった。
　学校の教職員が被虐待児童と接した経験の有無に関し
ては，玉井や横島・岡田の研究において，教員の多くは
学校の現場において虐待を受けている児童・生徒と実際
に接していることが報告されている。玉井は，虐待行為
に対応した経験を持つ教員と持たない教員との間では，
早期発見努力義務や通告義務の認知度に差がみられ，虐
待行為に対応した経験を持つ教員の方が認知度は高かっ
たことを報告し（4），横島・岡田は，「虐待問題に実際に
遭遇しなければその問題意識が向上することもなく，法
律を十分に理解し，それを対応に結びつけることがほと
んどない」と強調し，教職員が虐待の対応を迫られて初
めて法律について認識するようになる現状を指摘してい
る（5）。
　さらに，虐待を受けていると疑われる児童・生徒を発
見した場合，9 割以上の教職員が通告すると答えていた
が，中には，誤った判断を恐れたり，通告後に起きるか
も知れないこと，つまり，通告後に教職員と児童の保護
者との関係が悪化すること，保護者が虐待をエスカレー
トさせることなどを懸念して，通告をためらってしまう
という実態も明らかになっている（4）（11）。
　2010 年に総務省が実施した「児童虐待の防止等に関
する意識調査」における小・中学校の教職員の回答をみ
ると，勤務校において虐待や虐待の恐れのある児童を発
見した場合に，速やかに児童相談所や市区町村児童虐待
対応の担当課に相談，情報提供することに対して，「抵
抗がないと感じた」教職員が 71.7％，「抵抗があると感
じた」教職員が 15.1％などであった。「抵抗があると感
じた」教職員に理由を複数回答で尋ねたところ，「学校
は，校内で事実を把握し，誤報の可能性がなくなってか
ら，通告すべきだとの考えであり，その前段階での相談，
情報提供は控える傾向にあるから」が 73.4％と最も多く，
次いで「学校は，保護者との関係が悪化することを恐れ
る傾向にあるから」が 57.7％であった（18）。
　文部科学省は，2012 年 3 月に全国の各都道府県教育
委員会の教育長，各指定都市教育委員会の教育長，各都
道府県の知事，附属学校を置く各国立大学法人学長宛に
「児童虐待に係る速やかな通告の一層の推進について」
の指針を出している。指針には，「児童虐待防止法」の
規定により，「虐待の事実が必ずしも明らかでなくとも，
一般の人の目から見れば主観的に児童虐待があったと思
うであろう場合であれば，通告義務が生じること」，ま
た，「こうした通告については，法の趣旨に基づくもの
であれば，それが結果として誤りであったとしても，そ
のことによって刑事上，民事上の責任を問われることは
基本的に想定されないものと考えられることについて教
職員の認識が必ずしも十分でないとみられることから，
この点について一層の周知を図る必要がある」と説明し
（3），児童虐待に係る速やかな通告と児童虐待防止等のた
めの学校教育関係者の的確な対応を求めている。文部科
学省の指針にもあったように，通告の結果がたとえ誤報
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であったとしても，児童虐待を早期発見するためには，
児童虐待を疑う段階でまず通告することが必要であるこ
とを徹底して周知する必要がある。
　先ほどの総務省で実施した調査では，文部科学省で児
童虐待防止のために取り組んでいる研修資料，例えば，
『養護教諭のための児童虐待対応の手引』や『研修教材
「児童虐待防止と学校」』の作成・配布などを認知してい
るかどうかに関する質問を行っている。その結果，約半
数が取組を「知っており，今後も利用したい」と答える
一方で，取組そのものを「知らない」教職員も 40％以
上いることが明らかになった。また，教育委員会が教職
員を対象に実施している研修についても 3 割以上の教職
員が不十分であると答えていた（18）。
　以上のように教職員を対象とした先行研究を検討した
結果，玉井や西原らも指摘しているように教職員を対象
とした的確，継続的な研修が必要であることが明らかに
なった（4）（11）。
　次いで，大学生を対象とした研究では，数はそれほど
多くないが，大学生の児童虐待に関する学習経験や知
識，そして虐待行為に対する認識や通告意識に関する研
究が行われていることを確認することができた（13）（14）（15）。
　大学生の児童虐待の学習経験を問う辻野らの研究で
は，学習経験がある大学生が少ないことや通告義務につ
いて知っている大学生も約半数に過ぎないことが確認さ
れた（13）。しかし，保育士養成課程の大学生を対象とし
た鑑の研究では，多くの大学生が児童虐待に関する知識
を持っており，学年が上がるほど知識が高まるとともに
講義において児童虐待を扱ってほしいと考えていること
が明らかになった。さらに，鑑は，児童虐待の内容その
ものは概ね理解できているものの，専門的な知識として
は不十分であることや，児童虐待に関する知識が「新聞・
雑誌」「テレビ」などのメディアから得た表面的な理解
にとどまっているという問題点も指摘している（14）。
　保育士や幼稚園教諭を目指す大学生を調査した吉川の
研究では，多くの大学生が児童虐待の通告義務や教職員
の早期発見努力義務を認知しており，学年が上がるほど
認知度が高くなっていたことが明らかになった。ただ，
「行為 1：親がパチンコをしている間，乳幼児を車に乗
せておく」などを含む 39 項目の虐待行為文を示し，各
行為が「虐待，または放任である」，「問題ない」，「虐待
や放任ではないが，不適ではある」などの 6 つの選択肢
から選んでもらった結果，様々な行為を「虐待や放任で
はないが，不適切である」と考える学生も多く，さらに
は，「問題ない」と考えていた大学生も少なくないこと
が明らかになった。また，39 行為について関係機関に
連絡・通報する必要があるかどうかを質問した結果，「通
報する必要がない」と答えた行為も多いことが明らかに
なった。さらに，例示された虐待行為を「虐待や放任」
あるいは「虐待や放任の疑いがある」と認識した場合に
おいても，必ずしも通告するという行動に結びつかない
傾向もみられた。一方，吉川の研究では，学年が上がる
ほど，虐待についての知識が深まり，通告の必要性を認
知していたことから，教育の必要性とともに，法の理念
が確実に学習できるような授業の展開に留意していく必
要があることも指摘された（15）。
　以上のように大学生を対象とした先行研究を検討した
結果，大学生を対象とした研究はそれほど多くなく，そ
の多くが保育士養成課程の大学生を研究対象にしてい
た。吉川の研究は，幼稚園教諭課程の大学生を研究対象
としているが，同研究で用いた虐待行為の項目と認識を
図る尺度の選択肢は，「児童虐待防止法」に基づいて虐
待として定義されている行為についても，「虐待，また
は放任」や「虐待や放任ではないが不適切」などの尺度
で認識を判断している。しかし，放任行為も，ネグレク
トや保護の怠慢という虐待行為であること，子どもの人
権を侵害する様々な不適切な行為は，虐待行為であるこ
とを考慮すると，認識を図る尺度を改める必要がある。
また，通告に関しても，「明らかに必要である」と「多
分必要である」と答えた学生を「通報の意識がある」と
判断して分析しているために，実際に，通報するつもり
なのかどうかという通告意思を把握することは困難であ
る。したがって，虐待行為に関する認識については，放
任や不適切という表現を用いず，虐待であるかどうかを
問うことで虐待に関する認識を確認し，通告意思につい
ては，通告するかしないかを問うことで通告意思を確認
する必要があると思われる。
　以上のような先行研究を踏まえて，本稿では，教員養
成課程の大学生は，児童虐待についてどのように認識し
ているのか，そもそも児童虐待問題に関心を持っている
かどうか，学習経験はあるかどうか，学習経験や関心の
有無は，児童虐待の認識や通告意思などと関連があるが
どうかなどを含めて，教員養成課程の大学生における児
童虐待に関する意識を明らかにするとともに，教員養成
課程の大学生の教育において留意すべきことを検討する。
３．方法
（１）調査の手続きと調査対象者の属性
　教職員や大学生を対象とした以上の先行研究を踏ま
え，本稿では，教員養成課程に在籍している大学生を
対象に「教員養成課程の大学生における児童虐待に関
する意識調査」というタイトルで，2011 年 7 月から 11
月の間に教員養成課程を持つ 3 大学の協力を得て， 753
部の調査票を配布，567 名から有効回答を得た（有効
回答率 75.3％）。調査対象者の属性は，女子学生が 424
名（74.8％），男子学生が 143 名（25.2％），1 年生が 133
名（23.7％），2 年生が 141 名（25.1％），3 年生が 122 名
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（21.7％），4 年生が 166 名（29.5％）である。調査対象者
が取得中の主免許は，幼稚園教諭が 15 名（2.7％），小
学校教諭が 375 名（68.3％），中学校教諭が 82 名（14.9％），
高等学校教諭が 7 名（1.3％），特別支援学校教諭が 32
名（5.8％），養護教諭が 38 名（6.9％）である。さらに，
副免許を取得中の学生はのべ 810 名である。将来の志望
職種は，幼稚園教諭が 42 名（7.7％），小学校教諭が 258
名（47.0％），中学校教諭が 73 名（13.3％），高等学校教
諭が 47 名（8.6％），特別支援学校教諭が 24 名（4.4％），
養護教諭が 34 名（6.2％）などである。教育実習経験の
ある学生が 493 名（87.9％），ない学生が 68 名（12.1％）
である。また，教育実習事前指導において，児童虐待に
関するオリエンテーションの経験有無を確認した結果，
受けた経験がある学生が 43 名（8.9％），ない学生が 441
名（91.1％）であった。すべてにおいて無回答は除いた。
（２）調査内容と分析方法
　本稿で設定した主な質問項目は，児童虐待に対する関
心の有無，学習経験の有無，「児童虐待防止法」に関す
る知識，児童虐待を疑った際の対応と通告意思，20 項
目の具体的虐待行為に関する認識，子どもに対する保護
者の虐待行為を発見した際の通告意思などである。
　まず，大学生の児童虐待に関する認識を明らかにする
ために，本調査では，高橋らの調査（7）と厚生労働省の
『子ども虐待対応の手引き』（19），および『研修教材「児
童虐待と学校」』（20）を参考に，児童虐待の具体的行為と
して，身体的虐待，性的虐待，ネグレクト，心理的虐待
のそれぞれ 5 行為ずつ 20 行為を設定した。質問の際は，
20 行為をランダムに並べ，それぞれの行為について「虐
待である」，「虐待ではない」，「わからない」の 3 つの選
択肢のうち 1 つ選んでもらった。児童虐待の認識を問う
先行研究においては，高橋らの調査に基づいて，諸行為
に対する判断を「虐待，または放任である」，「虐待，ま
たは放任の疑いがあるで」，「虐待や放任ではないが，不
適切である」，「問題ない」などの選択肢を設定している
ものが多いが，本研究では，放任行為も，ネグレクトや
保護の怠慢という虐待行為であること，子どもの人権を
侵害する様々な不適切な行為は，虐待行為であるとみな
し，「虐待である」，「虐待ではない」，「わからない」の
3 つの選択肢を設定し，認識を確認した。
　さらに，本研究では，被虐待児童を発見した際の通告
意思を確認するために 2つの質問を設定した。1つは，「虐
待を受けていると疑われる子どもを発見したときの通告
意思」，もう 1 つは，「実際に，子どもに対する保護者の
虐待行為を発見した際の通告意思」を確認する質問であ
る。2004 年に改正された「児童虐待防止法」では，虐
待を受けた児童だけでなく，虐待を受けたと思われる児
童も通告義務の対象としているので，2 つの質問を通し
て通告意思を確認した。
　本稿では，以上の質問項目に基づいて，（1）教員養成
課程の大学生の児童虐待に関する関心の有無とそのきっ
かけ，（2）学習経験の有無と学習後の気持ち，（3）児童
虐待に関する知識の有無，（4）20 項目の虐待行為に関
する認識，（5）通告意思，（6）通告意思と児童虐待問題
への関心，講義受講，知識，通告意思などの有無との関
連性，（7）20 項目の虐待行為に対する認識と児童虐待
問題への関心，講義受講，知識，通告意思などの有無と
の関連性についての順で分析し，結果を述べる。
　分析においては，単純集計とクロス集計を行い，x2
検定により統計的有意差が認められた場合は， *（有意
水準 p<0.05），**（有意水準 p<0.01），***（有意水準
p<0.001）で表記した。
（３）倫理的配慮
　本研究のための調査を実施する際，調査対象者には，
本調査は匿名調査であり，個人が特定されたり，その情
報が漏れることはないこと，回答に強制性はなく，回答
しなかったことによる不利益は生じないことなどを示
し，倫理的配慮を行った。
４．結果
（１）児童虐待に対する関心の有無ときっかけ
　まず，児童虐待に関する関心の有無をみよう（表 1）。「関
心がある」と「少し関心がある」を合わせると 93.4％の
大学生が「関心がある」と答えており，教員養成課程の大
学生における児童虐待問題への関心の高さが示された。
　関心の高低を将来の志望職種と学年別でみたところ，
幼稚園教諭と養護教諭を目指す学生は全員「関心がある
（関心がある＋少し関心がある）」（以下同様）と答えて
おり，小学校教諭を目指す学生のうち 95％が，「関心が
ある」と答えていた。しかし，中学校教諭を目指す学生
では，「関心がある」と答えたのは 85％に過ぎず，15％
は「関心がない（関心がない＋あまり関心がない）」（以
下同様）と答えていた。学年が上がるほど関心が高く
なっており，4 年生の場合は，98.2％が，「関心がある」
と答えた。「関心がある」と答えた学生に，関心を持つ
ようになったきっかけを質問し，複数回答を求めたとこ
ろ，「書籍や新聞，テレビ等を偶然みたから」が最も多
く 90.8％，「周りに児童虐待を受けている，または受け
表 1　児童虐待に対する関心の有無
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ていると思われる人がいたから」が 7.4％，「自分自身に
被虐待経験があるから」が 1.0％である。その他のきっ
かけは，「将来の職業に関係があるから」と「授業など
で児童虐待に関する講義を受けたから」などであった。
（２）児童虐待に関する学習経験の有無と学習後の気持ち
　大学で児童虐待に関する講義を受講した「経験があ
る」大学生は 247 名の 43.9％，「経験がない」大学生
は 211 名の 37.5％，「覚えていない」大学生が 105 名の
18.7％であった（表 2）。
　大学で講義を受講した「経験がある」と答えた 247 名
に講義受講後の気持ちについて質問したところ，表 3 の
ような結果が得られた。多くの大学生が，「将来教員と
して必要な知識だと思った」，「教員として児童虐待防止
に努めなければならないという自覚が高まった」など，
教員の役割について肯定的にとらえている一方で，「実
際に児童虐待を疑ったとき，正しい対応ができるか不安
になった」と，教員に課せられた役割に不安を感じる学
生が 6 割を超えることも明らかになった。
（３）児童虐待に関する知識
　本研究では，児童虐待に関する大学生の知識を確認す
るために，「児童虐待防止法」に規定されている児童虐
待の具体的内容，早期発見努力義務，通告義務の 3 つの
ことについて質問した。
　まず，児童虐待の具体的内容については，「児童虐待
には，身体的虐待，性的虐待，ネグレクト，心理的虐待
があります。あなたはそれぞれの内容について知ってい
ますか。」という質問を行い，認知度を確認した。表 4
に示すように，児童虐待の具体的内容を「よく知ってい
る」大学生は 19.9％，「ある程度知っている」大学生は
69.3％であった。「よく知っている」と「ある程度知っ
ている」を合わせると約 9 割の大学生が，児童虐待の具
体的内容を認知していた。
　早期発見努力義務については，「学校の教職員には児
童虐待における早期発見の努力義務があることを知っ
ていますか。」という質問を行い，認知度を確認した。
表 5 に示すように，同義務を「知っている」大学生は
82.2％，「知らない」大学生は 17.8％であった。さらに，「児
童虐待を受けたと思われる児童がいる場合，発見者には
通告義務があることを知っていますか。」という質問を
行い，通告義務の認知度を確認した。その結果，通告義
務を「知っている」大学生は 84.5％，「知らない」大学
生は 15.5％であった。いずれの義務事項についての認知
度は高く，8 割を超えていたが，2 割弱の大学生はそれ
らの義務について認知していないことが確認された。
　また，児童虐待に関する講義を受講した経験がある大
学生とない大学生における児童虐待に関する知識を比較
してみると，表 6 に示すとおり，いずれの知識に対して
も受講経験がある大学生の方が受講経験のない大学生に
比べて認知度が高かった。児童虐待に関する講義の受講
経験により，児童虐待防止に関する知識が高まっている
ことを確認することができた。
（４）20 項目の虐待行為に関する認識
　表 7 に基づいて，大学生の児童虐待に関する認識を確
認しよう。まず，身体的虐待，性的虐待，ネグレクト，
心理的虐待の 20 行為のうち，大学生の 9 割以上が「虐
待である」と認識したのは 13 行為である。虐待種類別
の認識を確認すると，身体的虐待，性的虐待行為に関し
ては，虐待として認識する割合が高い傾向がみられた
が，ネグレクトや心理的虐待行為に関しては，虐待なの
表 2　児童虐待関連講義の受講経験の有無
表 3　大学での児童虐待関連講義受講後の気持ち（複数回答可）
表 4　児童虐待の具体的内容の認知度
表５　早期発見努力義務と通告義務の認知度
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か虐待でないのかわからないと答える割合が増えてい
た。特に，ネグレクトである「買い物をしている間乳幼
児を車に残しておく」行為については，「虐待である」
と答えた大学生は 54.4％に過ぎず，18.2％の大学生は「虐
待ではない」と答え，27.4％の大学生は「わからない」
と答えていた。心理的虐待である「太っているのを気に
している子どもにお前はいつ見てもデブだねと言う」行
為や「子どもの目の前で配偶者に対して暴力を振るう」
行為についても，多くの大学生が「わからない」と答え
ており，2 行為を「虐待ではない」，または「わからない」
と答えた学生を合わせると 2 割を超える大学生が間違っ
た認識をしていることが明らかになった。
（５）通告意思
　教員養成課程に在学する大学生は，児童虐待を受け
ていると思われる児童・生徒を発見した際，どのよう
に対応するのだろうか。まず，調査対象者には，「将来
表 6　児童虐待関連講義受講経験の有無と認知度の関係
表 7　児童虐待行為に対する大学生の認識
表８　児童虐待を疑った際の通告意思
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教員になった時を想定し，教員の立場から回答してくだ
さい。学校で子どもに児童虐待の疑いを持った時，あ
なた自身は通告しますか。しませんか。」と質問した。
その結果，表 8 のように「通告する」と答えた学生が
64.3％，「通告しない」と答えた学生が 2.3％，「通告し
たいが，ためらいがある」と答えた学生が 30.9％などで
あった。
　ここで，「通告しない，ためらいがある，わからない」
と答えた学生に，その理由を複数回答で答えてもらっ
た。その結果，「虐待かどうかが確かでないから」が
157 名（81.8％）で最も多く，「さらに虐待がひどくなる
と思うから」が 80 名（41.7％），「保護者との関係が悪
くなると思うから」が 35 名（18.2％），「どこに通告す
ればいいのかわからないから」が 30 名（15.6％），「で
きるだけ学校内で解決した方がよいと思うから」が 15
名（7.8％）であった。
　本研究では，教員養成課程の大学生における児童虐待
発見時の通告意思を確認するためにもう 1 つの質問を設
定した。それは実際に，虐待の具体的行為を発見した際
に通告するかどうかを確認する質問である。調査では，
表 7 に提示した 20 行為のうち，虐待種類別に 2 行為ず
つ計 8 行為を選び，「保護者が，同行為を子どもに行っ
ていることを発見した際，通告するかしないか」を質
問した。表 9 に示すとおり，8 行為のうち，「通告する」
と答えた学生が 9 割を超える行為は，身体的虐待の「子
どもにタバコを押し付ける」の 1 行為のみであった。特
表 9　具体的な虐待行為に対する通告意思
表 10　児童虐待の具体的行為と通告意思との関連
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に，「冬に子どもを戸外に締め出す」，「思春期の娘の胸
を愛撫する」，「子どもに「あんたなんか生まれてこなけ
れば良かった」と言う」，「子どもを他の兄弟と比べ差
別的な扱いをする」の 4 行為については，「わからない」
と答えた大学生が 3 割を超えている。心理的虐待の 2 行
為においては，「通告しない」，または「わからない」と
答えた大学生が 6 割に近い。児童虐待を行っている現状
を発見した場合においても通告することをためらってい
る大学生が多いことが確認された。
　表 10 には，表 7 に示した認識，つまり虐待行為を「虐
待である」，「虐待ではない」，「わからない」とそれぞれ
答えた大学生は，実際に保護者が同行為を子どもに行っ
ていることを発見した際に通告するかどうかをクロス集
計によるｘ 2 検定を行った結果を示した。本調査で明ら
かになったのは，たとえ具体的行為を「虐待行為である」
と認識した大学生であっても，その場面を発見した際，
必ず「通告する」とは限らないということである。行為
によっては，心理的虐待行為のように「虐待である」と
判断しながら「通告しない」が 1 割を超え，「わからない」
が 4 割を占める場合もあり，虐待に対する認識と行動が
一致せず，ためらっている様子がうかがえた。また，そ
れぞれの行為を「虐待ではない」と答えた大学生は，実
際の場面に出くわしても「通告しない」ことが圧倒的に
多く，それぞれの行為を虐待かどうかが「わからない」
と答えた大学生は，実際の場面に出くわしても，通告す
るかどうかについても判断ができず「わからない」と答
える傾向が強かった。したがって，本調査では，すべて
の行為において，「虐待である」と答えた学生は，「虐待
ではない・わからない」と答えた学生に比べて，通告す
る意思が高いことが確認された。 
 
（６）通告意思と児童虐待問題への関心，講義受講，知識，
通告意思などの有無との関連性
　では，児童虐待問題に関する関心の有無や講義受講経
験の有無，知識の有無などは，保護者が虐待行為を子ど
もに行っていることを発見した際における通告行動に関
連するのだろうか。表 11 には，その関連をクロス集計
によるｘ2 検定を行い有意差がみられたものを提示した。
まず，通告意思に最も関連を示したのは，虐待を受けて
いると疑われている児童を発見した際の通告意思の有無
である。8 行為のうち 5 行為において関連がみられ，通
告意思を持つ大学生ほど，実際に保護者が子どもに虐待
行為をしている場面に出くわした場合，通告すると答え
ていた。その他の項目において有意差がみられたのは表
11 に示すとおり少なかったが，関連がみられた項目に
おいては，いずれも，関心が高い大学生，受講経験があ
る大学生，知識を持つ大学生の方が，通告意思を持って
いる傾向がみられた。
（７）20 項目の具体的虐待行為に対する認識と虐待関連
講義受講有無，知識，通告意思との関連性
　教員養成課程の大学生おける児童虐待に関する認識
は，児童虐待に関する関心の程度や講義の受講経験，児
童虐待に関連する知識，通告意思と関連があるかどうか
を確認するために，20 行為に関する認識と表 12 に提示
した児童虐待問題に関する関心などの 6 項目とのクロス
集計による x2 検定を行った。
　まず，児童虐待問題に関心がある大学生とない大学生
は，具体的虐待行為についてどのように認識しているか
をみると，身体的虐待（ 2 行為），ネグレクト（ 1 行為），
心理的虐待（ 2 行為）行為において有意差がみられ，児
童虐待に関して関心を持っている大学生の方が，関心を
持たない大学生に比べて，それぞれの行為を虐待として
認識していることが明らかになった。
　児童虐待関連講義を受講した経験の有無と虐待に対す
る認識の関連をみると，「買い物をしている間乳幼児を
車に残しておく」の 1 行為で有意差がみられた。講義の
受講経験がある大学生ほど，同行為を虐待として認識し
ていた。
　児童虐待に関する知識の有無と認識との関連では，「児
童虐待防止法」に定義されている虐待内容を知っている
大学生は，それぞれの行為をどのように認識しているか
を確認したところ，虐待の全種類で統計的有意差がみら
れた。有意差がみられた 8 行為すべてにおいて，虐待内
容を知っている大学生は，知らない大学生に比べて，同
行為を虐待として認識する傾向がみられた。また，早期
発見の努力義務を認知している大学生や通告義務を認知
している大学生は，そうでない大学生に比べて，それぞ
れの行為を虐待として認識している傾向がみられた。
　最後に，被虐待児童の発見時の通告意思と虐待認識と
の関連を確認したところ，6 行為において統計的有意差
がみられ，通告意思を持つ大学生は，通告意思を持たな
い大学生に比べて，同行為を虐待として認識しているこ
とが明らかになった。
　このように児童虐待問題に関心を持つこと，学習した
経験を持つこと，知識を持つことなどは，児童虐待に関
する例示した行為を虐待として認識することに繋がるこ
とが明らかになった。特に，ネグレクトや心理的虐待な
ど，多くの大学生たちが判断に迷っていた行為におい
て，そのような傾向が強くみられた。例えば，ネグレク
トとして分類されている「買い物をしている間乳幼児を
車に残しておく」という行為は，先ほど表 7 で確認した
ように大学生の認識において最も迷いがみられた行為で
ある。虐待であると認識した大学生は 54.4％に過ぎず，
27.4％の大学生はわからないと答え，18.2％の大学生は
虐待ではないと答えていた。半数以上の大学生が正しく
認識していない。しかし，児童虐待問題に関心を持つ大
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学生や学習経験のある大学生，そして虐待に関する知識
がある大学生ほど，同行為を虐待であると認識している
ことが明らかになった。
　表 13 は，「買い物をしている間乳幼児を車に残してお
く」という行為に対する大学生の認識と児童虐待への関
心の有無，受講経験の有無，知識の有無，通告意思の有
無との関連についてクロス集計による x2 検定の結果を
示したものである。まず，児童虐待問題に関心があると
答えた大学生が同行為をどのように認識しているかをみ
ると，「虐待である」と答えたのが 56.1％，「虐待ではな
い」と答えたのが 17.4％，「わからない」と答えたのが
26.5％である。一方，関心がないと答えた大学生のうち
同行為を「虐待である」と答えたのは 29.7％，「虐待で
はない」と答えたのは 29.7％，「わからいない」と答え
たのは 40.5％である。つまり，児童虐待問題に関心のあ
る大学生は，関心のない大学生に比べて，同行為を虐待
として認識していることが分かる。
　同様な傾向は他にもみられた。講義の受講経験を持つ
大学生は，経験を持たない大学生に比べて，同行為を虐
待として認識する傾向がある。同行為を虐待ではないと
認識していたのは，講義の受講経験のない学生が最も多
かった。「児童虐待防止法」における早期発見努力義務
を知っている学生は，知らない学生に比べて，同行為を
虐待として認識している。さらに，教員になった際，被
表 11　児童虐待の具体的行為の通告意思と他項目との関連
表 12　虐待の認識と他項目との関連
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虐待疑惑のある児童の発見時に通告意思を持つ大学生の
方が，通告意思を持たない大学生に比べて，同行為を虐
待として認識していた。つまり，虐待であるという認識
が最も曖昧であった行為においても，関心や学習した経
験，知識を持つ学生ほど，虐待として認識し，関心や学
習した経験，知識を持たない学生は，判断ができず，わ
からない，または虐待ではないと認識していることが，
本研究で明らかになった。
５．考察
（１）児童虐待行為に対する認識と通告行動
　以上のような分析結果を踏まえて，ここでは，20 行
為に対する認識をめぐる課題と，被虐待児童の発見時に
おける通告行動をめぐって明らかになった課題を中心に
考察し，将来教員を目指す大学生が在学中に児童虐待を
早期発見し，適切に対応できる力を身につけるために
は，教員養成課程を持つ大学が教育上どのようなことに
留意すべきであるかについて述べたい。
　まず，大学生における 20 行為の認識の結果から明ら
かになった課題に基づいて考察する。本調査では，すで
に述べているように大学生の多くは，本稿で提示した
20 行為を虐待として認識していることが明らかになっ
た。先行研究に比べて（8）（13）（15），今回の調査対象者で
ある教員養成課程の学生の方が，すべての行為を「虐待
である」と認識する割合が高いことを確認することがで
きた。しかし，先行研究との単純な比較は難しい。最初
の分析方法で述べたように，児童虐待に関連する今まで
の研究の多くは，高橋ら（7）の調査項目を用いたものが
多く，認識を問う場合，「虐待，または放任である」，「虐
待，または放任の疑いがある」，「虐待や放任ではないが，
不適切である」，「問題ない」，「わからない」などの選択
肢から選ぶ方法を用いていた（8）（15）。その結果，それら
の研究では，心理的虐待行為に対する認識にばらつきが
みられたが，多くの人が，心理的虐待行為を「虐待や放
任ではないが，不適切である」と認識していることが報
告されていた。したがって，児童虐待の認識に関連して
先行研究と同一線上で比較することは難しい。
　そのような研究比較上の課題を考慮しても，今回の調
査では，心理的虐待行為は他の虐待行為に比べて，「虐
待ではない」，「わからない」と答えた学生が少なくなかっ
たものの，それらの行為を「虐待である」と認識してい
る学生が圧倒的に多かったことから，教員養成課程の大
学生は児童虐待行為を虐待行為として認識しているとい
える。
　しかしながら，本研究の結果明らかになった教員養成
課程の大学生における児童虐待の認識をめぐって以下の
ような課題も明らかになった。実は，本調査で設定した
20 行為は，すべて虐待に当たる行為で，最初に述べた
ように厚生労働省で提示した手引きなどの具体例を参考
に作成したものである。したがって，すべての行為を虐
待行為として認識しなければならない。例えば，『子ど
も虐待対応の手引き』の説明では，「親がパチンコに熱
中している間，乳幼児を自動車の中に放置し，熱中症で
子どもが死亡したり，誘拐されたり，乳幼児だけを家に
残して火災で子どもが焼死したりする事件も，ネグレク
トという虐待の結果であることを留意すべきである」と
明記している。つまり，子どもに対する行為が虐待であ
るかどうかの判断は，保護者が「遊ぶ間放置しているか，
仕事をしている間放置しているか」，または「虐待する
つもりがあるかどうか」ではなく，「子どもの健康・安
全への配慮がなされているかどうか」に基づかなければ
ならない。また，「太っているのを気にしている子ども
にお前はいつ見てもデブだねと言う」行為についても，
『子ども虐待対応の手引き』では，「子どもの心を傷つ
けることを繰り返し言う」心理的虐待として例示してい
る。もう 1 つ，「子どもの目の前で配偶者に対して暴力
を振るう」行為に関しては，「児童虐待防止法」第 2 条
児童虐待の定義において，「児童に対する著しい暴言又
表 13　「買い物をしている間乳幼児を車に残しておく」行為に対する認識と関心・受講経験・知識との関連
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は著しく拒絶的な対応，児童が同居する家庭における配
偶者に対する暴力」を心理的虐待として規定している。
　しかし，今回の調査では，児童虐待に関する大学生の
認識は，「児童虐待防止法」に規定されている定義や厚
生労働省の手引きなどに明示されている内容と必ずしも
一致しないことが明らかになった。
　虐待に関して正しく認識していない場合は，虐待行為
が行われている場面に遭遇しても正確な判断ができない
ために，虐待を受けている子どもを保護することができ
ず，結果的に，身体的，心理的にいっそう傷つけること
になってしまう。したがって，子どもの周辺にいる大人
たちが，まず，虐待に関する正しい認識を持たなければ
ならない。
　次いで，被虐待児童の発見時における通告行動をめ
ぐって明らかになった課題を中心に考察しよう。児童虐
待を早期発見し，防止するためには，虐待について正し
い知識を持ち，正しく認識することであることは言うま
でもない。その上，さらに重要なことは，被虐待児童を
発見した際の対応であろう。吉川の研究においては，児
童虐待発見時の通告義務などの法律について高い割合の
学生が法律の知識などを習得しているものの，実際に通
告するという行動規範にする意識が薄いことを指摘して
いる。最初にも述べたように吉川の研究においては，虐
待行為について通報する必要があると答えた大学生の考
えを「通報の意識がある」と解釈していたために，本研
究の結果と吉川の研究を同一線上で比較することは難し
いが，本研究でも，吉川の研究と同様な結果がみられた。
　しかし，虐待認識と通告意思との関連性をみた結果，
本調査で提示した虐待行為を虐待であると認識した大学
生は，虐待ではないと認識したり，虐待かどうかが分か
らないと答えた大学生に比べて，通告の意思を持ってい
たことが明らかになった。つまり，本研究では，教員養
成課程の大学生における被虐待児童発見時における通告
意思は，児童虐待問題への関心の有無や講義の受講経験
の有無，知識の有無よりは，虐待行為をどのように認識
しているかによって影響を受けることが確認されたので
ある。したがって，少なくとも，虐待について正しく認
識することは，被虐待児童を発見時の通告行動へ結びつ
けることに一定の効果があることが，本研究で示唆され
た。
（２）教員養成課程を持つ大学が教育上留意すべきこと
　最後に，以上の結果を踏まえて，将来教員を目指す大
学生が在学中に児童虐待を早期発見し，適切に対応でき
る力を身につけるためには，教員養成課程を持つ大学が
教育上どのようなことに留意すべきであるかについて述
べたい。
　1 つ，教育において最も留意すべき点は，教員養成課
程の大学生が児童虐待の具体的行為について的確，かつ
共通した認識を持てるように教育することである。今回
の調査では，厚生労働省や文部科学省で具体的虐待とし
て提示していた諸行為を虐待として認識する学生の方が
多かったものの，いくつかの行為については，虐待では
ないと認識したり，わからないと曖昧に認識している学
生も多いことが明らかになった。保護者がそれらの行為
を児童・生徒に行った際に，教職員がそれらの行為を虐
待として認識しない場合は，虐待で苦しむ児童・生徒を
発見することができず，見逃してしまった結果，虐待が
エスカレートする可能性も生じる。つまり，児童虐待防
止への的確な対応ができなくなる。2010 年の総務省調
査によると，小・中学校教員が，児童虐待を疑うきっか
けは，「不自然なケガがある，他の子どもと比較して身
長が極端に低い又は大幅な体重減少があった，衣服が
汚れている等の子どもの身体的様子」が 88.5％と最も多
かった（18）。このように子どもの不自然なケガや身長と
体重，衣服の汚れという現状を虐待の結果として判断で
きるのは，教職員自身が具体的な虐待行為を的確に理解
することに基づく。
　次いで留意すべきことは，教員養成課程の大学生が「児
童虐待防止法」に規定されている内容を的確に知るよう
に教育することである。特に，学校の教職員は，児童虐
待を発見しやすい立場にあることから早期発見に努めな
ければならないこと，そして，児童虐待を受けたと思わ
れる児童を発見した場合，速やかに通告することは，先
ほども確認したように「児童虐待防止法」に規定されて
いる内容である。教職員が児童虐待を疑う場面に遭遇
し，早期発見したとしても，通告する行動を伴わないと，
児童虐待を防ぐことはできない。しかし，今回の調査で
も通告をためらう大学生が多く見られ，その理由として
最も多かったのは，「虐待かどうかが確かでないから」
であった。総務省が実施した小・中学校の教員調査にお
いても，通告することをためらい，抵抗感を持っている
人が少なくないということも報告されており，その理由
として，誤報の可能性があることなどがあげられていた（18）。
　実際，「児童虐待防止法」では，虐待であるかもしれ
ないという疑いの段階であっても通告することが義務付
けられている。また，最初に述べたように，文部科学省
の指針においても，「虐待の事実が必ずしも明らかでな
くとも，一般の人の目から見れば主観的に児童虐待が
あったと思うであろう場合であれば，通告義務が生じる
こと」を的確に教員に周知させる必要があることを強調
している（3）。本調査においても，将来教員を目指して
いる大学生に対して，児童虐待に関する正確な知識とそ
れに対処できるように教育する必要があることが確認さ
れた。
　「虐待の確証を得るのは学校の義務ではない」と指摘
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する玉井は，「学校現場が何よりも恐れるのは，通告に
よって家庭とのパイプや協力関係が壊れてしまうのでは
ないかということである」が，「実は，通告とは保護者
にとっても救いにつながる行為であり，対応に苦慮して
いる教職員にとっても同様である」こと，その上，「虐
待を疑った場合に通告するということは組織としての学
校，また，個々人の教職員にとって法律で課せられた義
務である」と強調する（12）。「通告することは法律で課せ
られた義務」であるという玉井の指摘以外に適切な指摘
はない。
　さらに，今回の調査では，教員養成課程の大学生の場
合，児童虐待問題に関心があるほど，講義を聞いた経験
を持つほど，正確な知識を持つほど，本調査で提示した
虐待行為を虐待であると認識していることを確認するこ
とができた。そして，虐待行為を虐待であると認識して
いる学生は，虐待ではないと認識していた学生に比べ
て，被虐待児童の発見時に通告する意思を持っていたこ
とも確認することができた。児童虐待を早期発見し，正
しく対応するためにも，継続した教育が必要である。し
たがって，最後に留意すべきことは，教員養成課程の大
学生が的確な認識に基づいて，行動に移せるように，児
童虐待に関する的確で継続的な教育を行うことである。
今回の調査で，大学で児童虐待関連講義を受けたことが
ある大学生は，講義受講後，学習は将来教員として必要
な知識だと思うようになり，児童虐待を身近な問題とし
て感じるようになったと答えた。総務省の調査において
も，多くの小・中学校の教員が，児童虐待関連研修を受
けた結果，子どもの日常的な行動や様子から児童虐待の
可能性を念頭に置くようになり，被虐待児童を発見した
際は学校で組織的な対応を心懸けるようになり，通告を
ためらわずに行うことができるようになったと答えてい
る（18）。今回の調査では，講義を受けた結果，「実際に児
童虐待を疑った時，正しく対応できるか不安になった」
という意見も多かった。しかし，そのような不安感は，
一過性の教育ではない継続的な教育を行うことによって
解消できると思われる。
　ここで指摘したいくつかのことは，教員養成課程の大
学だけでなく，学校の現場においても，もちろん留意す
べき点である。すでに玉井の研究でも報告されたよう
に，教職員の勤続年数と被虐待児童との接触経験の有無
は比例しない（4）。つまり，教員養成課程の大学生が教
育実習期間中においても，教歴 1 年目の教員においても，
被虐待児童と接する可能性は大いにある。その点を考慮
すると，児童虐待関連に関する教育は，教員を養成する
段階，つまり，教育実習の事前指導や講義において行わ
れるべきである。今回の調査では，調査の概要で確認し
たように，教育実習事前指導において，児童虐待に関す
るオリエンテーションを受けたと答えた大学生は 1 割に
も満たなかった。
　本研究では，児童虐待関連講義を受けた大学生は，受
けていない大学生に比べて，児童虐待に関する内容や早
期発見努力義務，通告義務などの対応に関する基本的な
知識をより持っていることが明らかになった。これらの
結果を踏まえると，まずは，教員養成課程の大学生を対
象とする教育実習事前指導において児童虐待に関する教
育を実施すること，さらに，一過性のオリエンテーショ
ンでの説明に終わるのではなく，継続した教育ができる
ように児童虐待関連科目を設定することが望まれる。
６．まとめと本研究の課題
　本研究では，将来教員を目指す教員養成課程の大学生
の児童虐待に対する意識を明らかにするとともに，教員
養成課程の大学生の教育において留意すべきことを検討
することを目的として，教員養成課程に所属する大学生
を対象に調査を行い分析した。ここでは，分析で得られ
た知見を簡単にまとめ，本研究の課題を述べたい。
　まず，本稿で明らかになったことを簡単にまとめよ
う。
　第 1 に，教員養成課程の大学生の 9 割以上は児童虐待
問題に関心を持っていた。児童虐待に関連する情報はテ
レビや新聞などのメディアで得ることが多かった。一
方，大学の講義において児童虐待関連講義を受けた経験
を持つ大学生は半数に満たなかった。それでも，大学の
講義で児童虐待関連講義を受けた大学生の多くは，学習
後，将来教員として必要な知識であることを自覚するよ
うになったと答えていたこから，学習の必要性を確認す
ることができた。
　第 2 に，教員養成課程の大学生の 8 割以上は，「児童
虐待防止法」に規定されている虐待の内容や早期発見努
力義務，通告義務について認知していた。さらに，大学
で児童虐待関連講義を受けた経験のある大学生は，経験
のない大学生に比べて児童虐待防止法関連内容を正しく
認知しており，学習経験の効果を確認することができた。
　第 3 に，児童虐待の具体的な行為の 20 行為のうち，
教員養成課程の大学生の 9 割以上が「虐待である」と認
識した行為は，「子どもにタバコを押し付ける」，「子ど
もに性交を強要する」，「祖父母が子どもに熱湯をかけて
いるのを放置する」などの 13 行為であった。一方，「買
い物をしている間乳幼児を車に残しておく」，「子どもの
目の前で配偶者に対して暴力を振るう」などの行為につ
いては，「虐待である」と認識した大学生が最も多いも
のの，「わからない」，「虐待ではない」と認識する大学
生も多いことが明らかになった。20 行為に対する教員
養成課程の大学生の認識は，児童虐待問題に関する関心
や講義の受講経験の有無，知識などと関連するかを確認
したところ，児童虐待問題に関心がある大学生，学習経
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験がある大学生，知識を持つ大学生の方が，そうでない
大学生に比べて，それぞれの行為を虐待であると認識し
ていることが明らかになった。
　第 4 に，教員養成課程の大学生の 6 割以上は，将来教
員になった時に，被虐待疑惑の児童を発見した際，通告
すると答えていた。しかし，4 割に近い大学生は，通告
しない，またはためらうと答え，その理由として，虐待
であるかどうか確信がないことをあげていた。また，実
際に保護者が子どもを虐待している場面に出くわした際
の通告意思を確認したところ，本調査で提示した 8 行為
のうち，それぞれ行為によって通告意思にばらつきがあ
ることが明らかになった。さらに，本稿では，虐待の具
体的行為を虐待として認識した場合においても，同行為
が行われている場面に出会った際，通告しないと答えた
学生も多く，虐待認識と通告意思が必ず一致するわけで
はない状況が浮かび上がった。ただ，一方では，本調査
で提示したような虐待行為を虐待であると認識した大学
生は，虐待ではないと認識したり，虐待かどうかが分か
らないと答えた大学生に比べて，通告の意思を持ってい
たことが明らかになった。
　一方，本研究は，教員養成課程の大学生のみを対象と
した調査に基づくためにいくつかの課題を含む。本研究
で，教員養成課程の大学生を対象とした理由は最初に述
べたように，児童・生徒は多くの時間を学校で過ごして
おり，教職員は児童虐待を早期発見できる位置にあると
ともに，的確に対応しなければならない位置にあるこ
と，さらに，虐待を受けている児童を発見するのは，教
職員の経歴とは相関しないことなどの理由から，教員に
なる前の段階において正しい知識と認識を持つことが，
非常に要求されるからである。しかし，本研究は，この
ような背景に基づいて調査対象を現に教員養成課程に通
う大学生のみを調査対象として選定したために，本研究
で示唆された知見が，教員養成課程の大学生のみにみら
れる特徴なのか，または，教育養成課程以外の大学生に
おいてもみられる特徴なのかが明確ではない。したがっ
て，本稿で考察した教員養成課程の教育における留意点
などは，教員養成課程以外の大学生との比較を通した特
徴を見出したことによる留意点ではない。もう 1 つ，本
調査では，実際に保護者から虐待を受けている児童を発
見した際に通告するかどうかについて，具体的虐待行為
として認識を確認するために提示した 20 行為のうち 8
行為を選び質問した。その結果，調査対象者には具体的
8 行為が虐待行為であることを伝える形の質問になった
可能性がある。したがって，今後は，リーディング・ク
エスチョンにならないように調査項目を補充し，再調査
を行うことを検討している。以上の 2 つの課題を踏まえ
て，今後は，教員養成課程と教員養成課程以外の大学生
を対象とした調査を行い，本稿で得られた知見を検証す
る必要があると考えている。
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